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７ 特定建設工事共同企業体としての資格
\ 特定建設工事共同企業体の構成 特定建設
工事共同企業体の構成は、次の条件を満たす
者２又は３者の組合せとする。
ア 装備施設本部長からほ裝工事に係る一般
競争参加資格の級別の格付を受け、南関東
防衛局に競争参加を希望している者である
こと（会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされて
いる者又は民事再生法（平成11年法律第
225号）に基づく再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決
定後、再度級別の格付を受けていること。）。
イ 装備施設本部長が算定したほ裝工事に係
る経営事項評価数値（資格審査結果通知書
の記３の経営事項評価数値欄の点数）が
1¶100点以上であること。
ウ 申請書の提出期限の日から認定を行う日
までの期間に、南関東防衛局長から、「工事
請負契約等に係る指名停止等の措置要領に
ついて」（施本第1605号。6. 8.31）に基づ
く指名停止を受けていないこと。
エ 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受注者（受注者が共同体である場合におい
ては、当該共同体の各構成員をいう。以下
同じ。）又は当該受注者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこ
と。

] 構成員の技術的要件等 特定建設工事共同
企業体の構成員は、次に掲げる要件を満たす
ものとする。
ア 平成９年度以降、元請けとして完成・引
渡しが完了した工事のうち、コンクリート
舗装工事（一契約工事において施工規模
10¶000fl以上）を施工した実績（共同企業
体の構成員であった実績を用いる場合は、
出資比率が20％以上であったものに限る。）
を有すること。
なお、当該実績が平成13年12月25日以降
に完成した地方防衛局又は地方防衛支局
（長崎防衛支局を除く。）（以下「地方防衛
局等」という。）（旧防衛施設局及び旧防衛
施設支局（以下「旧防衛施設局等」という。）
を含む。）の発注した工事に係るものにあっ
ては、施工成績評定通知書又は工事成績評
定通知書の評定点合計（以下「評定点合計」
という。）が65点未満のものを除く。また、
実績が工事成績相互利用データベースに登
録されている工事である場合は、その成績
が65点未満のものを除くこと。

イ 建設業法のほ裝工事につき許可を有して
の営業年数が５年以上であること。
ウ ほ裝工事に係る監理技術者を工事現場に
専任で配置できること。

^ 出資比率要件 すべての構成員が、均等割
りの10分の６以上の出資比率であるものとす
る。

_ 代表者の要件 代表者は、ほ装工事に係る
施工能力が大きいと認められる者とする。ま
た、代表者の出資比率は、構成員中最大であ
るものとする。

８ 上記７\アに掲げる競争参加資格の級別の格
付を受けていない者を含む特定建設工事共同企
業体も上記６により申請することができる。こ
の場合、上記７\アに掲げる競争参加資格の級
別の格付を受けていない者は、上記７\ア及び
イに示す構成員の要件を得る必要がある。
なお、当該工事の開札の時までに特定建設工
事共同企業体としての資格の審査が終了してい
ないとき又は上記７\アに掲げる競争参加資格
の級別の格付を受けていない者が当該工事の開
札までに上記７\ア及びイに示す構成員の要件
を得ていないときは、特定建設工事共同企業体
としての資格がないものとする。
９ 資格審査結果の通知 「資格審査結果通知書」
により通知する。

10 資格の有効期間 資格審査結果通知の日から
工事請負契約の履行後３か月以内を経過するま
でとする。ただし当該工事の受注者以外の者に
あっては、当該工事の請負契約が締結された日
までとする。

11 その他
\ 共同企業体の名称は、「相模米軍（Ｈ24）野
積場（0017）新設舗装工事〇〇〇建設・〇〇
〇建設・〇〇〇建設建設共同企業体」とする。

] 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定建設工事共同企業体
としての資格の認定を受け、かつ、当該工事
の「入札公告（建設工事）」に示すところによ
り競争参加資格の確認を受けていなければな
らない。

意見招請に関する公示

次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
平成 24年９月６日
支出負担行為担当官
内閣府経済社会総合研究所次長 堀田 繁

◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 13

１ 調達内容
\ 品目分類番号 72

] 調達件名及び数量 消費動向調査の実査業
務 一式

２ 意見の提出方法
\ 提出期限 平成24年９月28日（金）17時00

分（郵送の場合は必着のこと。）
] 提出先 〒100`8970 東京都千代田区霞が
関３`１`１ 内閣府経済社会総合研究所景
気統計部 電話03`3581`0534（直通）

３ 仕様書案の交付
\ 交付期間 平成24年９月６日から平成24年
９月28日まで

] 交付場所 中央合同庁舎第４号館 受付
（受付時間 ９：30`12：00及び13：00`

17：30）
４ Summary

\ Classification of the services to be pro-

cured : 72

] Nature and quantity of the services to be

required : Consumer Confidence Survey, 1

Set

^ Time-Limit for the submission of com-

ments : 5 : 00 PM on 28 September, 2012

_ Contact point for the notice : Takaji

Sato, Accounts Division, Department of Ad-

ministrative Affairs, Economic and Social

Research Institute, Cabinet Office, 3`1`1

Kasumigaseki, Chiyoda-ku, Tokyo, 100`

8970 Japan, TEL 03`3581`1017.

意見招請に関する公示

次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
平成 24年９月６日
国立教育政策研究所総務部長 笠井 俊秀

◎調達機関番号 016 ◎所在地番号 13

〇第３号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 76

] 購入等特定役務及び数量
Ａ．平成25年度全国学力・学習状況調査問
題用紙（小学校）の印刷 一式 Ｂ．平成25

年度全国学力・学習状況調査問題用紙（中学
校）の印刷 一式

２ 意見の提出方法
\ 意見の提出期限 平成24年９月27日17時00

分（郵送の場合は必着のこと。）
] 提出先 〒100`8951 東京都千代田区霞が
関３`２`２ 国立教育政策研究所総務部会
計課管理係 大平直由己 電話03`6733`

6918

３ 仕様書案の交付
\ 交付期間 平成24年９月６日から平成24年
９月27日まで。

] 交付場所 上記２]に同じ。
４ 仕様書案の説明会
\ 開催日時 平成24年９月13日14時00分
] 開催場所 国立教育政策研究所第２特別会
議室

５ Summary

\ Classification of the services to be pro-

cured : 76

] Nature and quantity of the services to be

required : Ａ. Print of Nationwide Assess-

ment of Academic Ability testbooklet for

Elementary school in 2013 fiscal year 1 Set

Ｂ. Print of Nationwide Assessment of Aca-

demic Ability testbooklet for Junior high

school in 2013 fiscal year 1 Set

^ Time limit for the submission of com-

ments : 5 : 00 PM 27, September, 2012

_ Contact point for the notice : Naoyuki

Ohira, Accounting Division, Department of

General Affairs, National Institute for Edu-

cational Policy Research, 3`2`2 Ka-

sumigaseki, Chiyoda-ku, Tokyo 100`8951

Japan, TEL 03`6733`6918

意見招請に関する公示

次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
平成 24年９月６日
支出負担行為担当官
国土交通省大臣官房会計課長 藤井 健

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13

１ 調達内容
\ 品目分類番号 15、28

] 購入等物品及び数量
無線通信網監視制御装置 １式š
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